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(単位：円)

調査情報収集
事業収益

物品の企画製
造販売事業収

益

研修活動事業
収益

イベント事業
収益

事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ

1. 0 0 0 0 0 70,000 70,000

2. 0 0 0 0 0 0 0

3. 0 0 420,000 0 420,000 0 420,000

4. 0 0 110,833 0 110,833 0 110,833

5. 0 0 0 0 0 5 5

0 0 530,833 0 530,833 70,005 600,838

Ⅱ

（1）

0 0 229,000 0 229,000 0 229,000

0 0 229,000 0 229,000 0 229,000

（2）

0 0 0 5,000 5,000 0 5,000

0 0 1,530 0 1,530 0 1,530

0 1,408 8,150 6,810 16,368 1,746 18,114

0 396 16,703 0 17,099 8,030 25,129

0 19,502 3,410 0 22,912 600 23,512

0 0 0 0 0 1,750 1,750

0 12,000 0 0 12,000 300 12,300

0 0 271,000 0 271,000 0 271,000

0 33,306 300,793 11,810 345,909 12,426 358,335

0 33,306 529,793 11,810 574,909 12,426 587,335

0 △ 33,306 1,040 △ 11,810 △ 44,076 57,579 13,503
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固定資産の増減内訳

該当事項はありません。

該当事項はありません。

借入金の増減内訳

該当事項はありません。

消耗品費

　　　当期経常増減額

役員及びその近親者との取引の内容

事業別損益の状況は以下の通りです。

消費税等の会計処理

広告宣伝費

通信費

　　経常費用計

支払手数料

租税公課

支払保険料

その他経費計

業務委託費

事業収益

受取寄付金

その他収益

財務諸表の注記

重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2017年12月12日最終改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっ
ています。

受取助成金等

経常収益

事業別損益の状況

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

人件費計

その他経費

会議費

経常費用

受取会費

人件費

科　　目

講師料

　　経常収益計


